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2019年11月28日 参議院国土交通委員会 日本共産党 武田良介 出典：国土交通省平成30年8月30日第643回建設技術講習会資料「港湾における最新の維持管理の取り
組みについて」より。枠外の説明は国交省提出2019年11月時点の現状を武田良介事務所が加筆
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資料５出典：国土交通省平成30年8月30日第643回建設技術講習会資料「港湾における最新の維持管理の取り
組みについて」より。枠外の説明は国交省提出2019年11月時点の現状を武田良介事務所が加筆
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資料６出典：国土交通省平成30年8月30日第643回建設技術講習会資料「港湾における最新の維持管理の取り
組みについて」より。枠外の説明は国交省提出2019年11月時点の現状を武田良介事務所が加筆
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組みについて」より。枠外の説明は国交省提出2019年11月時点の現状を武田良介事務所が加筆
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出典：国土交通省平成30年8月30日第643回建設技術講習会資料
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2019年11月28日 参議院国土交通委員会 日本共産党 武田良介
出典：国土交通省総合政策局社会資本整備政策課 2019年9月25日
「インフラ長寿命化計画（行動計画）のフォローアップ結果」（令和元年9月）より
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